
令和７年 第８回 福岡市東区選挙管理委員会 

４月 18日（金） 

【 議 題 】 

１ 議案第 33号 選挙人名簿から抹消する者について 

２ 議案第 34号 在外選挙人名簿に登録する者について 

３ 議案第 35号 在外選挙人名簿への登録の移転をする者について 

【 報 告 事 項 】 

１ 福岡県知事選挙の結果について 

２ 市長と区選挙管理委員会との地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 180条の７の規定 

に基づく協議の一部改正について 

＜ 次 回 ＞ 

委員会  令和７年５月 20日（火）午前 10時～ 

  東区役所本館 ２階 応接室 



議案第 33号 

選挙人名簿から抹消する者について 

選挙人名簿から次の者を抹消する。 

  令和７年４月 18日 

福岡市東区選挙管理委員会 

委 員 長  森 英 鷹 

１ 抹消する者の数     336人     

  内訳 死亡者 149人    

市外転出者   187人     

２ 抹消する者の氏名等 別紙のとおり 

３ 抹消年月日 令和７年４月 18日 

（根拠） 

・公職選挙法第 28条第１号及び第２号の規定による。

(登録の抹消) 

第二十八条  

市町村の選挙管理委員会は、当該市町村の選挙人名簿に登録されている者について

次の各号のいずれかに該当するに至つたときは、これらの者を直ちに選挙人名簿から

抹消しなければならない。この場合において、第四号に該当するに至つたときは、その

旨を告示しなければならない。 

一 死亡したこと又は日本の国籍を失つたことを知つたとき。 

二 前条第一項又は第二項の表示をされた者が当該市町村の区域内に住所を有しなくな

つた日後四箇月を経過するに至つたとき。 

三 第三十条の六第二項の規定による第三十条の二第三項に規定する在外選挙人名簿へ

の登録の移転をすることとするとき。 

四 登録の際に登録されるべきでなかつたことを知つたとき。 

※前条第一項の規定

(表示及び訂正等) 

第二十七条 

（一部略）市町村の区域内に住所を有しなくなったことを知った場合には、直ちに選挙

人名簿にその旨の表示をしなければならない。 

１
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議案第 34号 

在外選挙人名簿に登録する者について 

在外選挙人名簿に登録される資格を有する者を、次のとおり在外選挙人名簿に登録する。 

  令和７年４月 18日 

  福岡市東区選挙管理委員会 

委 員 長  森 英 鷹  

１ 登録する者の数 １人 

２ 登録する者の氏名等 別紙のとおり 

３ 登録年月日   令和７年４月18日 

（根拠条文） 

・公職選挙法第 30条の６第１項の規定による。

第三十条の六（在外選挙人名簿の登録） 

市町村の選挙管理委員会は、前条第一項の規定による申請をした者が当該市町村の

在外選挙人名簿に登録される資格を有する者である場合には、遅滞なく、当該申請をし

た者を在外選挙人名簿に登録しなければならない。 

※ 前条第一項の規定

第三十条の五(在外選挙人名簿の登録の申請)

   年齢満十八年以上の日本国民で、在外選挙人名簿に関する事務についてその者の住所

を管轄する領事官の管轄区域内に住所を有するものは、政令で定めるところにより、文

書で、最終住所の所在地の市町村の選挙管理委員会(その者が、いずれの市町村の住民

基本台帳にも記録されたことがない者である場合には、申請の時におけるその者の本

籍地の市町村の選挙管理委員会)に在外選挙人名簿の登録の申請をすることができる。 

３



議案第35号 

在外選挙人名簿への登録の移転をする者について 

 在外選挙人名簿への登録の移転をされる資格を有する者を、次のとおり選挙人名簿から抹

消すると同時に在外選挙人名簿に登録する。 

  令和７年４月 18日 

福岡市東区選挙管理委員会 

委 員 長  森  英 鷹 

１ 選挙人名簿から抹消すると同時に在外選挙人名簿に登録する者の数 

１人 

２ 選挙人名簿から抹消すると同時に在外選挙人名簿に登録する者の氏名等 

別紙のとおり 

３ 選挙人名簿から抹消すると同時に在外選挙人名簿に登録する年月日 

令和７年４月18日 

（根拠） 

・議決  公職選挙法第 30条の６第２項の規定による。 

第三十条の六（在外選挙人名簿の登録等） 

２ 市町村の選挙管理委員会は、前条第四項の規定による申請をした者が当該市町村

における第三十条の四第二項に定める在外選挙人名簿への登録の移転をされる資格

を有する者である場合には、遅滞なく、当該申請をした者について在外選挙人名簿

への登録の移転をしなければならない。 

※前条第四項の規定

第三十条の五（在外選挙人名簿の登録の申請等） 

４ （省略）国外転出届がされた市町村の選挙人名簿に登録されているものは、政令

で定めるところにより、同日までに、文書で、当該市町村の選挙管理委員会に在外

選挙人名簿への登録の移転の申請をすることができる。 

※参考：在外選挙人登録数（東区） 

男   38人  女  90人 

計   128人 

（R7.4.18委員会終了後） 

４
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市選挙管理委員会事務局

１　選挙当日有権者数、投票者総数及び投票率

選挙当日
有権者数

投票者
総　数

投票率
選挙当日
有権者数

投票者
総　数

投票率

(人) (人) (％)  前 回 (人) (人) (％)  前 回

261,782 83,946 32.07 29.25

202,092 53,862 26.65 23.72

168,313 52,073 30.94 28.02

217,659 68,816 31.62 28.65

104,952 36,145 34.44 31.06

180,331 60,990 33.82 31.11

169,127 58,376 34.52 30.40 169,127 55,060 32.56 無投票

1,304,256 414,208 31.76 28.71

２　期日前投票者数

 【福岡県知事選挙】

期日前投票者数 161,820人　投票者総数比 39.07％

(前回：期日前投票者数 102,863人　投票者総数比 28.38％ )

３　開票結果

（1）福岡県知事選挙

 当選

（2）福岡県議会議員補欠選挙（西区選挙区）

 当選立 憲 民 主 党

無　　所　　属

所属党派

田　中　　だいじ 24,290

27,552吉　岡　　れい子

得 票 数候補者氏名

無　　所　　属

得 票 数

209,416

1,036,280

27,394無　　所　　属

お金をみんなへ シン独立党 27,952

候補者氏名

吉　田　　幸一郎

はっとり　誠太郎

藤　丸　　貴　裕

しんどう　伸　夫

早 良 区

西　  区

福岡市計

所属党派

無　　所　　属

※福岡県全体

福岡県知事選挙 及び 福岡県議会議員補欠選挙（西区選挙区）

　の結果について

東　  区

博 多 区

中 央 区

　令和７年３月23日執行の福岡県知事選挙及び福岡県議会議員選挙（西区選挙区）におきまして、

職員の皆様に長時間にわたり選挙事務に従事いただき、ありがとうございました。

　つきましては、選挙の結果を下記のとおり報告します。

福岡県知事選挙 福岡県議会議員補欠選挙

南  　区

城 南 区

６



①イオンモール香椎浜：13,811人

◆当日有権者数 人 ②なみきスクエア：12,229人

期日前投票：36,520人

③東区役所：8,757人

人 不在者投票：　 790人

④ソラリアプラザ：1,723人

当日投票　：46,636人（50箇所）

（37.82％）

（33.49％）

（23.98％）

（4.71％）

東区における投票者数について

261,782

83,946◆投票者数（期日前含）

(投票率：32.07％）

（43.51％）

（0.94％）

（55.55％）

７



東区投票区別投票者数

（内訳）
期日前
投票者数

（内訳）
不在者
投票者数

（内訳）
当日
投票者数

1 馬出第一 馬出小学校講堂兼体育館 5,784 1,612 612 9 991 27.87% 26.53%

2 馬出第二 福岡中学校体育館 4,507 1,191 583 5 603 26.43% 25.07%

3 箱崎第一 箱崎小学校講堂兼体育館 5,798 1,834 813 19 1,002 31.63% 30.04%

4 箱崎第二 東区役所別館講堂 6,117 1,943 1,069 11 863 31.76% 29.50%

5 箱崎第三 東箱崎公民館 6,089 1,952 1,097 16 839 32.06% 27.74%

6 筥松第一 筥松小学校講堂兼体育館 5,843 1,421 508 24 889 24.32% 22.87%

7 筥松第二 米一丸会館 7,720 2,212 844 16 1,352 28.65% 26.29%

8 筥松第三 筥松会館 6,069 1,522 495 21 1,006 25.08% 24.03%

9 松島第一 松島小学校講堂兼体育館 5,588 1,433 450 8 975 25.64% 22.91%

10 松島第二 箱崎清松中学校体育館１階ホール 6,666 1,643 567 16 1,060 24.65% 21.18%

11 名島第一 名島小学校講堂兼体育館 9,492 3,374 1,604 24 1,746 35.55% 32.74%

12 名島第二 名島公民館 4,014 1,314 558 10 746 32.74% 32.64%

13 千早 なみきスクエア１階交流ロビー 10,826 4,042 2,357 16 1,669 37.34% 35.73%

14 千早西 千早西小学校講堂兼体育館 5,451 2,015 1,169 16 830 36.97% 32.34%

15 香陵 香陵公民館 4,858 2,059 1,143 6 910 42.38% 36.73%

16 香椎浜 香椎浜小学校講堂兼体育館 6,434 2,432 1,770 18 644 37.80% 29.93%

17 城浜 城浜公民館 2,454 805 394 13 398 32.80% 31.10%

18 舞松原第一 舞松原小学校講堂兼体育館 3,744 1,324 631 8 685 35.36% 32.81%

19 舞松原第二 多々良中学校武道場 4,776 1,703 1,008 7 688 35.66% 34.37%

20 若宮第一 若宮小学校講堂兼体育館 5,066 1,607 702 25 880 31.72% 29.37%

21 若宮第二 福岡矯正管区体育館 2,848 970 426 8 536 34.06% 30.80%

22 香椎第一 香椎小学校講堂兼体育館 5,917 2,187 1,243 10 934 36.96% 32.30%

23 香椎第二 香椎公民館 5,370 1,870 698 13 1,159 34.82% 34.38%

24 香椎下原第一 香椎第3中学校武道場 3,272 1,145 520 11 614 34.99% 32.34%

25 香椎下原第二 香椎下原公民館 8,815 2,482 1,072 24 1,386 28.16% 25.61%

26 香椎東第一 香椎会館 6,079 2,061 1,030 13 1,018 33.90% 32.24%

27 香椎東第二 香椎東小学校講堂兼体育館 5,152 1,963 713 9 1,241 38.10% 35.34%

28 香住ケ丘第一 香住丘小学校講堂兼体育館 9,022 2,452 1,328 20 1,104 27.18% 23.33%

29 香住ケ丘第二 香住丘公民館 5,101 1,868 873 15 980 36.62% 32.56%

30 和白第一 和白公民館武道場 4,929 1,480 500 51 929 30.03% 27.02%

31 和白第二 和白小学校講堂兼体育館 5,999 1,961 599 11 1,351 32.69% 27.20%

32 三苫 三苫公民館 7,380 2,193 612 26 1,555 29.72% 27.16%

33 奈多第一 奈多小学校講堂兼体育館 4,991 1,783 594 70 1,119 35.72% 33.54%

34 奈多第二 奈多公民館 2,556 864 236 5 623 33.80% 33.64%

35 美和台第一 美和台小学校講堂兼体育館 6,212 2,318 687 24 1,607 37.31% 36.68%

36 美和台第二 和白丘中学校武道場 6,910 2,233 909 19 1,305 32.32% 27.87%

37 和白東第一 和白東小学校講堂兼体育館 5,352 2,136 660 20 1,456 39.91% 37.57%

38 和白東第二 和白東公民館 4,988 1,537 518 8 1,011 30.81% 26.27%

39 西戸崎第一 西戸崎公民館 3,784 1,197 335 6 856 31.63% 25.93%

40 西戸崎第二 大岳集会所 1,234 399 111 6 282 32.33% 26.61%

41 志賀第一 志賀公民館 887 381 94 1 286 42.95% 40.71%

42 志賀第二 勝馬公民館 167 120 25 1 94 71.86% 71.43%

43 志賀第三 弘集会所 206 87 17 2 68 42.23% 43.62%

44 照葉第一 照葉公民館 2,753 929 405 2 522 33.75% 24.11%

45 照葉第二 照葉北公民館 8,041 2,216 1,049 16 1,151 27.56% －

46 多々良第一 多々良公民館 9,157 2,114 837 27 1,250 23.09% 20.28%

47 多々良第二 蒲田会館 2,172 586 187 46 353 26.98% 26.84%

48 八田 八田小学校講堂兼体育館 5,608 1,702 606 19 1,077 30.35% 28.07%

49 青葉第一 青葉小学校講堂兼体育館 5,480 1,791 677 16 1,098 32.68% 30.54%

50 青葉第二 青葉五丁目ハーモニーホール 4,104 1,483 585 3 895 36.14% 34.06%

261,782 83,946 36,520 790 46,636 32.07% 29.25%

令和３年４月
11日執行
福岡県知事選
挙投票率

総計

投票率
（投票者計/当
日有権者）

投票区名 投票所名投票区 当日有権者
投票数
計

８



令和 7年４月 18日 

東区選挙管理委員会委員各位 

東区選挙管理委員会  

委員長 森 英鷹 

市長と区選挙管理委員会との地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 180条の７ 

の規定に基づく協議の一部改正について 

 福岡市区選挙管理委員会規程（昭和 47 年福岡市選挙管理委員会規程第２号）第 14 条第１

項第４号の規定により、地方自治法第 180 条の２の規定に基づく協議を市長と行ったことに

ついて、福岡市区選挙管理委員会規程第 14条第２項の規定に基づき、別紙のとおり報告しま

す。 

（参考条文） 

福岡市区選挙管理委員会規程 

(委員長の担任事務) 

第14条 委員長の担任する事務は、法令で定めるもの及び委員会又は福岡市選挙管理委員会

において定める規程において別に定めるもののほか、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 委員会に議案を提出すること。

(2) 委員会の議決を執行すること。

(3) 書記及びその他の職員の任免、給与、服務、賞罰等に関すること。

(4) 地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「自治法」という。)第180条の２の規定によ

る協議 

(5) 自治法第180条の３の規定による協議

(6) 自治法第180条の４第２項の規定による協議

(7) 自治法第180条の７の規定による協議

(8) 前各号に掲げるもののほか、委員会の事務に関すること。

２ 委員長は、前項第４号から第７号までに掲げる事務を執行したときは、次の会議におい

てこれを委員会に報告しなければならない。 

９



総組第 101号 

令和７年３月 13日 

東区選挙管理委員会 

委員長 森 英鷹 様 

福岡市長 髙島 宗一郎  

（総務企画局人事部組織定数課） 

市長と区選挙管理委員会との地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 180条 

の７の規定に基づく協議の一部改正について 

 期日前投票所設置に係る契約事務の増加に伴い、標記協議の一部を下記のとおり改正

することについて協議します。 

記 

標記協議中「第 180条の７」を「第 180条の２及び第 180条の７」に改める。 

第１条を第２条に改め、次の１条を加える。 

 (区選挙管理委員会事務局長の補助執行事項) 

第１条 市長は、次に掲げる市長の権限に属する事務（区委員会の所掌に係る事項

に関する契約に関する事務のうち市選挙管理委員会で総合的な調整を要するもの

を除いたもの。）を区選挙管理委員会事務局長(以下「区事務局長」という。)に

補助執行させる。 

(1) 福岡市事務分掌規則(平成17年福岡市規則第14号)第15条第４項契約課の分掌

事務第１号から第４号までに掲げるもの以外の契約に関すること。

(2) 福岡市契約及び検査に係る事務分掌の特例に関する規則(平成13年福岡市規

則第88号)において区役所（西区役所を除く。）が所掌する契約と同種の契約に

関すること。ただし、物品の購入の契約については、予定価格が10万円以下の

ものに限る。

２ 前項の事務を処理するにあたっては、区事務局長は市長室長の例により行う

ものとする。 

３ 区事務局長は、第１項の事務を福岡市事務決裁規程(昭和51年福岡市達甲第７

号)の例により、区委員会の事務を補助する職員に補助執行させることができる

ものとする。 

附 則 

この協議は、令和７年４月１日から効力を生ずるものとする。 
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○市長と区選挙管理委員会との地方自治法(昭和22年法律第67号) 第180

条の２及び第180条の７の規定に基づく協議について

昭和53年４月１日 

総人第2021号 

地方自治法第180条の２及び第180条の７の規定に基づき、市長と区選挙管理委

員会(以下「区委員会」という。)との間の事務の補助執行に関して、下記のと

おり協議します。 

記 

(区選挙管理委員会事務局長の補助執行事項) 

第１条 市長は、次に掲げる市長の権限に属する事務（区委員会の所掌に係る

事項に関する契約に関する事務のうち市選挙管理委員会で総合的な調整を要

するものを除いたもの。）を区選挙管理委員会事務局長(以下「区事務局

長」という。)に補助執行させる。 

(1) 福岡市事務分掌規則(平成17年福岡市規則第14号)第15条第４項契約課の

分掌事務第１号から第４号までに掲げるもの以外の契約に関すること。

(2) 福岡市契約及び検査に係る事務分掌の特例に関する規則(平成13年福岡

市規則第88号)において区役所（西区役所を除く。）が所掌する契約と同種

の契約に関すること。ただし、物品の購入の契約については、予定価格が

10万円以下のものに限る。

２ 前項の事務を処理するにあたっては、区事務局長は市長室長の例により行

うものとする。 

３ 区事務局長は、第１項の事務を福岡市事務決裁規程(昭和51年福岡市達甲

第７号)の例により、区委員会の事務を補助する職員に補助執行させること

ができるものとする。 

 (総務企画局長の補助執行事項) 

第２条 区委員会は、次に掲げる区委員会の権限に属する事務を総務企画局長

に補助執行させる。 

(1) 職員の研修の実施に関すること(福岡市職員研修規程(昭和51年福岡市

達甲第４号)に定める研修。ただし、職場研修及び自主研修は除く。)。 

(2) 職員の健康診断の実施に関すること(福岡市職員安全衛生規則(昭和48

年福岡市規則第54号)第38条第１項及び第２項に定める項目に限る。)。 

(3) 福岡市情報公開条例(平成14年福岡市条例第３号)に基づく公開請求書

の受付に関すること。 
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(4) 個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号)に基づく開示請求

書、訂正請求書及び利用停止請求書の受付に関すること。 

(5) 職員の昇給に関すること

(6) 職員の各種手当の受給資格の認定に関すること

(7) 退職者の給与金の支給認定に関すること

(8) 所得税法等の規定に基づき徴収した所得税等の支払いに関すること

附 則 

この協議は、昭和 53年４月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、昭和 63年 10月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、平成３年 10月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、平成９年４月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、平成 13年４月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、平成 14年７月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、平成 16年４月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、平成 17年 10月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、平成 20年 10月１日から効力を生ずるものとする。 

附 則 

この協議は、令和５年４月１日から効力を生ずるものとする。 
附 則(令和 7年 3月 13日総組第 101号) 

この協議は、令和７年４月１日から効力を生ずるものとする。 
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市長と区選挙管理委員会との地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条の7の規定に基づく協議について(昭和53年福岡市総人第2021号)新

旧対照表 

旧 新 備考 

○市長と区選挙管理委員会との地方自治法(昭和

22年法律第67号)第180条の７の規定に基づく

協議について

○市長と区選挙管理委員会との地方自治法(昭和

22年法律第67号) 第180条の２及び第180条の

７の規定に基づく協議について

昭和53年４月１日 昭和53年４月１日 

総人第2021号 総人第2021号 

地方自治法第180条の７の規定に基づき、市長と区

選挙管理委員会(以下「区委員会」という。)との間

の事務の補助執行に関して、下記のとおり協議しま

す。 

地方自治法第180条の２及び第180条の７の規定に基

づき、市長と区選挙管理委員会(以下「区委員会」

という。)との間の事務の補助執行に関して、下記

のとおり協議します。 

記 記 

(区選挙管理委員会事務局長の補助執行事項) 

第１条 市長は、次に掲げる市長の権限に属する事務

（区委員会の所掌に係る事項に関する契約に関する

事務のうち市選挙管理委員会で総合的な調整を要す

るものを除いたもの。）を区選挙管理委員会事務局

長(以下「区事務局長」という。)に補助執行させ

る。 

(1) 福岡市事務分掌規則(平成17年福岡市規則第14

号)第15条第４項契約課の分掌事務第１号から第４

号までに掲げるもの以外の契約に関すること。 

(2) 福岡市契約及び検査に係る事務分掌の特例に関

する規則(平成13年福岡市規則第88号)において区

役所（西区役所を除く。）が所掌する契約と同種
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の契約に関すること。ただし、物品の購入の契約

については、予定価格が10万円以下のものに限

る。 

２ 前項の事務を処理するにあたっては、区事務局長

は市長室長の例により行うものとする。 

３ 区事務局長は、第１項の事務を福岡市事務決裁規

程(昭和51年福岡市達甲第７号)の例により、区委員

会の事務を補助する職員に補助執行させることがで

きるものとする。 

(総務企画局長の補助執行事項) (総務企画局長の補助執行事項) 

第１条 区委員会は、次に掲げる区委員会の権限に

属する事務を総務企画局長に補助執行させる。 

第２条 区委員会は、次に掲げる区委員会の権限に

属する事務を総務企画局長に補助執行させる。 

（1）～（8） (略)  （1）～（8） (略)  

附 則 附 則 

この協議は、昭和53年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、昭和53年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 

この協議は、昭和63年10月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、昭和63年10月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 

この協議は、平成３年10月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、平成３年10月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 

この協議は、平成９年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、平成９年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 
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この協議は、平成13年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、平成13年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 

この協議は、平成14年７月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、平成14年７月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 

この協議は、平成16年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、平成16年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 

この協議は、平成17年10月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、平成17年10月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 

この協議は、平成20年10月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、平成20年10月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則 附 則 

この協議は、令和５年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

この協議は、令和５年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 

附 則(令和７年３月13日総組第101号) 

この協議は、令和７年４月１日から効力を生ずる

ものとする。 
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